
北海道医療計画富良野圏域地域推進方針の推進状況【令和４年度】

【内容】

　01  がんの医療連携体制

　02  脳卒中の医療連携体制

　03  心筋梗塞等の心血管疾患の医療連携体制

　04  糖尿病の医療連携体制

　05  精神疾患の医療連携体制

　06  救急医療体制

　07　災害医療体制

　08　へき地医療体制  

　09　周産期医療体制

　10　小児医療体制（小児救急医療を含む）

　11　在宅医療の提供体制

　12　感染症対策

　13　難病対策

　（参考資料）

　　実施機関別【推進状況及び評価】

令和５年(2023年)10月

北海道上川総合振興局保健環境部富良野地域保健室

資料６



現状値 目標（Ｒ5） R1 R2 R4 R5

1
○ ○ ○

○ ○

○

○

○

○ ○ 　町の目標受診率を未達成 ○

2
○ ○ 　特になし ○ ○

○ ○

○

○ ○ 　目標値を未達成 ○

　現在の取組みを継続

　現在の取組みを継続

　検診受診勧奨方法の検討

　がん検診経年表の活用、無料クーポン

券の配布、正しい検診内容の普及啓発など

を通じて、住民自身が、がん検診の必要性
を理解し、正しい受診間隔で継続して受診
　確実に医療機関を受診し、必要に応じた
適切な検査、治療を受けるよう継続支援

富良野保健所圏域

０１ がんの医療連携体制

指標及び推進状況

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

現状値の出典（年次） H30 R3

実施件数等

12.8 50 15.9 16.1 12.5

喫煙率（％）(北海道）

胃

肺

腸

子宮頚

乳

がん検診受診率
（％）

  平成27年度

  地域保健・健康増進事業報告

20.4 50 17.1 17.3 16.8 17.0

12.7 12.1

21.5 50 20.6 20.3 20.4 20.6 20.7

16.8 50 13.1

16.6

16.1 12.5 13.0 12.7

27.4 50 22.6 22.4 22.5 23.4 22.6

24.7 12.0以下 平成28年国民生活基礎調査 24.7 22.6 20.122.6 22.6

住民の
健康状態等

　がん検診受診や保健指導を推進

標準化死亡比 101.7 100以下 99.9 99.9 99.9101.7 101.7

するため、補助金（新たなステー

ジに入ったがん検診総合支援事業)

等を活用し管内のがん検診対象者

北海道における主要死因の概要９

に検診の周知を行い、受診者の増

施策の項目 事業内容・実績等 評価・課題等 各実施機関における方向性 施策の方向

加を図る

　北海道がん征圧・がん検診推進

週間や禁煙週間に合わせポスター

禁煙指導が必要な住民に対し禁煙指導を実施

　集団検診では、特定健診と胃がん・肺がん・大腸がん・

がん予防の推進 ＜富良野市＞
　保健センターで実施している健診や健康相談において、

　子宮頸がん検診・乳がん検診は特定年齢対象者への無

料クーポンを配布し、検診機関での個別検診も実施。

前立腺がん検診の同時実施や休日・早朝の実施体制を
整備

＜上富良野町＞

　5大がん検診を実施

　また、集団健診時にも、大腸がん検診も同時実施

掲示を実施する等、道民に対して

喫煙とがんの関係や禁煙外来を実

がんの早期発見
　精密検査受診を勧奨

施している医療機関等について普

及啓発

　保健所ホームページにおいて、

＜中富良野町＞
　がん予防のための普及啓発

管内禁煙治療を行う医療機関を掲

載するとともに、保健所禁煙サポ
ート事業の周知

　取組を継続

・保健指導・栄養指導でバランス食を普及

　がん検診の受診率向上

・たばこ対策として、町内公共施設での施設内禁煙を

　実施し、禁煙ポスターを掲示

　がん検診受診率については、胃

・肺・大腸・乳がん等全てのがん

検診で目標値を大きく下回ってい

ます。今後とも、市町村、職域保　取組を継続

・各種がん検診の案内と過去３年間の受診状況を記載し

　た健診申込書を全戸配布

健と連携し、住民に検診受診を広

く周知するなど、各種検診の受診



○

3

○ ○ 　受診率を向上 ○

4 ○ ○ 　理解しやすい教材を提供 ○

○

○ ○ 　受診率を向上 ○

○ ○ 　がん診療を行う医師確保の必要 ○

○ 　認定看護師の増員 ○

○ ○

  

・地域説明会の開催
○

 

○ ○ 　関係施設に登録に係る働きかけを実施 ○

し、さらに禁煙を行うよう働きかけが必

要

○ ○ 　市町村が実施する健診内容を事業所へ ○

情報提供

○ ○ 　随時、各市町村に対する情報提供 ○

○ ○

・特定健診との同時実施、並びに及び早朝・休日の受診
　日を設定

率の向上を図る

がん登録の推進
＜南富良野町＞

・特定健診・胃・肺・大腸がん検診同時受診で自己負担

　を500円助成

　現時点においては、人員等の要

件が満たす拠点となる病院が（管

内に）ない状況ですが、引き続き
関係機関と連携し、がん医療の提

＜占冠村＞

がん医療連携体制の整備 　健康情報の定期的な発信として、村広報誌に健康情報

　がん検診を実施 供体制の整備を図るとともに、市

町村及び医療機関に対して連携体
制構築に向けた情報提供を行う

  受診率を向上（国保加入者を重点実施)

　事業を継続

　がん検診を実施
・がん検診未受診者へ個別勧奨を実施

を掲載 　地域連携クリティカルパスの導

入には至っていませんが、在宅医
療・介護連携推進事業の多職種連
携事業の中で、保健医療福祉・介

　事業を継続

　がん医療を行う医療機関として
・手術の実施（外科　泌尿器科　消化器内科）

＜富良野協会病院＞

護関係者によるがん医療の提供体

制及び連携体制について情報や課
題の共有を図る　医師確保に努める

・がん登録　１7１件
・皮膚・排泄ケア認定看護師による専門外来実施

・化学療法室５室
・DPC対象病院として地域がん登録事業参加

　継続

＜保健所＞
　普及啓発を実施

　（主に水曜日実施）

　今後も普及啓発等を通してたばこをや

・管内禁煙治療医療機関の紹介
　「きれいな空気の施設推進事業」登録の推進

・禁煙週間

  禁煙支援を実施

めたい人への禁煙支援を実施

　今後も受動喫煙防止の必要性を周知し、

・「きれいな空気の施設推進事業」　累計　15施設
　各市町村が実施する職域保健関係者の健康診査・健康

・ホームページによる普及啓発、受動喫煙防止リーフレ

　ットの配付等

「きれいな空気の施設推進事業」登録を

働きかける

　今後も情報提供等取り組みを継続

　随時、各市町村等関係機関に対する情報提供

　厚労省等関係機関からの文書送付などを行い、届出率

相談の実施一覧表を作成し、各商工会議所・商工会を通

して事業所へ配布
　情報提供の継続

　今後も届出率向上を図る
向上推進



現状値 目標（Ｒ5） R1 R2 R4 R5

1
○ ○ 　特定健診受診率は新型コロナ禍の影 ○ ○

響もあり受診率がわずかに減少

○

○ ○

○

○

○ ○ 　40.50歳代男性の未受診者が多い ○

○ ○ 　課題解決に向けた継続支援
○

回復期リハビリテーションが
可能な医療機関（か所）

喫煙率（％）北海道

体制整備

事業内容・実績等

R3

０２

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標

現状値の出典（年次）

評価・課題等 施策の方向各実施機関における方向性

58.6 58.6 58.6

2 2

24.7 22.6 20.1

実績数値

11111

22.6 22.6

富良野保健所圏域

脳卒中の医療連携体制

指標及び推進状況

実施件数等

住民の
健康状態等

地域連携クリ
ティカルパスを
登録している医

療機関数

89.3 89.3 89.3 89.3 89.5

62.4 62.4 62.4 62.4 62.5

58.6
Ｒ３調査実施

し
現在集計中

42.1 42.1

H30

北海道保健福祉部調査急性期医療の
公表医療機関（平成29年4月1日現在）

平成28年国民生活基礎調査
（平成29年4月1日現在）

24.7

1

2

1

61.3

40

30.1

1 現状維持

12.0

現状値より
増加

現状値より
増加

（旭川医師会）

たいせつ安心i医療ネット

（旭川赤十字病院事務局）

旭川脳卒中地域連携委員会

施策の項目

二次医療圏（厚生労働省）

平成27年度患者調査（健康）

平成27年道北地域保健情報年報

旭川脳卒中地域連携委員会会則

55.6

58.6

42.1

62.4

89.3

現状値より
減少

現状値より
減少

在宅等生活の場に復帰した
患者の割合（％）

脳血管疾患患者の
死亡率（％）

 （人口10万対）

高血圧有病者の割合
（％）（40～74歳）

(北海道)

情報参照施設

情報提供施設

女性

男性

女性

患者調査年

2 2 3

1 1 1 1 1

42.1

＜富良野市＞予防対策の充実
　特定健診対象者台帳を作成し、特定健診対象者台帳

たいせつ安心i医療ﾈｯﾄの公表医療機関
（平成29年11月29日現在）

平成28年健康づくり道民調査

男性

42.1
Ｒ３調査実施

し
現在集計中

1 1 1 1 1

　北海道国保連合会と連携し、特定健診 　生活習慣病の進展段階に応じ

55.6 55.6 55.6 55.6 55.6

　特定健康診査の受診率の維持・向上のための受診
勧奨
　健診結果に基づいた保健指導
　2次健診の対象を拡大

を作成し、文書や電話・訪問など様々な方法で受診勧
奨を実施
　R３年度特定健診受診率　46.7％（R4.4月末）
　脳梗塞の原因となる心房細動の早期発見のため、特
定健診・後期高齢者健診の受診者全員に心電図検査を
実施し、心房細動等の精検者には医療機関へ受診勧奨
　心電図検査実施者数　1,639人、心房細動　　14人

＜上富良野町＞

受診率向上対策に取組む た一次予防対策として、高血圧
や糖尿病、脂質異常症、メタボ
リックシンドローム、喫煙習慣

　現状の取組みを継続 がある者への支援を早急に開始
し、脳卒中の発生予防を図る。

　脳卒中の発症要因となる生活
習慣病の発症を予防するため、

　データヘルス計画に基づき、脳卒中の 補助事業（健康増進事業費補助
発症予防、重症化予防のための健診受診 金）等を活用し健康相談や健康
勧奨と保健指導を継続 教育等の推進



○

2
○ ○ 　40代・50代の受診率が低い ○

○ ○ 　医療機関との連携

○

○ ○ 　別添資料参照 ○

○

○

○ ○ 　受診率向上 ○

○ ○ 　専門医不在 ○

○ ○ 　急性期を脱した患者の受入（転医） ○

についての対応

○ ○ 　管内国保対象者の健診受診率は国の ○

目標値以上であるが、他の保険者の状
況が未把握

○ ○

○

○ ○   関係施設に登録に係る働きかけを実 ○

施し、さらに禁煙を行うよう働きかけ
が必要

○ 　富良野地域の保健・医療・福祉関係
○ 情報便利帳「ほうれんそう」は見直し ○

が必要
○ 　コロナ対策の影響で、課題解決に向け

た検討や取組は中断している。 ○ 　便利帳「ほうれんそう」の見直しに向 ○ 　再発予防や重症化予防の取組と
○ 　再発予防や重症化予防の取組が必要 　制に関する検討の機会の必要性検討けて、関係者と検討する必要がある。 連携について、関係者と協議する。

〇 　急性期医療機関がないことから、悪化
の兆候や再発予防に関する普及啓発の実
実施について、関係者と検討が必要

医療連携体制の充実 ＜中富良野町＞

＜占冠村＞
　特定健康診査、特定保健指導の実施、同時に基本健
康診査、後期高齢者健診及び事後指導の実施

　特定健康診査・特定保健指導を実施する。
　特定健診受診率（63.8％　4.3時点）

＜南富良野町＞
　特定健診・保健指導の実施

　回復期。維持期医療（地域包括ケア病棟）を
提供
・病床稼働率　６．４％

＜保健所＞
　各市町村等関係機関への普及啓発資材の提供

＜富良野協会病院＞
　脳疾患の早期診断により早期治療を行うため
に、専門医へ紹介
・専門医へ紹介　３８件

ホームページに掲載継続中

　「きれいな空気の施設推進事業」登録の推進
・ホームページによる普及啓発、受動喫煙防止
　リーフレットの配付等

・「きれいな空気の施設推進事業」15施設(R5.8現在)

　富良野地域の保健・医療・福祉関係情報をま

　普及啓発を実施
・禁煙週間
　禁煙支援を実施する。
  ・管内禁煙治療医療機関の紹介

題の把握、共有

　第２期保健事業実施計画に基づき実施

とめた便利張「ほうれんそう」を平成30年に更新し、

　今後も普及啓発等を通してたばこをや
めたい人への禁煙支援を実施

　健診項目に尿中アルブミン検査の継続
実施
　健診において、Ⅱ度高血圧の者を管理

　健診未受診者のうち、治療を受けてい
る者に対し、情報提供の依頼を勧める。
　また、情報収集した結果をもとに重
症化のリスクが高い者に個別指導

　継続

　コロナ病棟へ転換　2020年11月～

　地域職域連携推進会議などを通して課

　今後も受動喫煙防止の必要性を周知し
、「きれいな空気の施設推進事業」の
登録を働きかけ

　心血管疾患や糖尿病など、医療連携体
制に関する検討の機会の必要性検討

指導の充実

　急性期から回復期、維持期ま
で切れ目のない適切な医療（リ
ハビリテーションを含む）が提
供できるよう、地域連携クリテ
ィカルパスやICTを活用した患
者情報共有ネットワーク、保健
医療福祉連携推進会議等を通じ
て、患者の受療動向に応じた連
携体制の充実

　道・市町村・医療保険者が連
携して、特定健康診査の意義を

　個別の受診勧奨の継続と未受診者分析 周知するとともに、脳卒中の発
症を予防するための保健事業の
推進、特定健康診査・特定保健



現状値 目標（Ｒ5） R1 R2 R4 R5

1
○ ○ 　特定健診受診率は新型コロナ禍の影 ○ ○

響もあり受診率がわずかに減少

○

○ ○ 　男女とも高血圧有病者の割合が前年 ○

度より減少しているが、目標値よりは
○ 高い
○

○ ○

○

○ ○ 　40.50歳代男性の未受診者が多い ○

○

2 ○ ○ 　課題解決に向けた継続支援
○

富良野保健所圏域

０３ 心筋梗塞等の心血管疾患の医療連携体制

指標及び推進状況

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

現状値の出典（年次） H30 R3

実施件数等

喫煙率（％）（北海道） 24.7 12.0 平成28年国民生活基礎調査［厚生労働省］ 24.7 22.6

情報提供施設

情報参照施設

地域連携クリティカルパスを登録
している医療機関数（医療圏）

北海道保健福祉部調査
現状値より

増加

20.1

1 1 1 1

（旭川医師会）

たいせつ安心i医療ネット

22.6 22.6

58.6 58.6 58.6
Ｒ３調査実施

し
現在集計中

脳血管疾患患者の死亡率（％）
 （人口10万対）

男性

1 1

2 （平成29年4月1日現在） 2 2 2 2 3

52.8 52.9

17.9 17.9

平成27年道北地域保健情報年報

住民の
健康状態等

高血圧有病者の割合（％）
（40～74歳）（北海道）

男性 58.6 40.0

現状値より
増加

女性 42.1 30.5 42.1 42.1 42.1 42.1
Ｒ３調査実施

し
現在集計中

平成28年健康づくり道民調査

58.6

女性 17.9 17.9 17.9 17.9

52.8 52.8 52.8 52.8

　北海道国保連合会と連携し、特定健診 　保健所・市町村・医療保険者

受診率向上対策に取組む が連携して、特定健康診査の意
義を広く住民に周知するととも

施策の項目 事業内容・実績等 評価・課題等 各実施機関における方向性 施策の方向

を作成し、文書や電話・訪問など様々な方法で受診勧
奨を実施

予防対策の充実 ＜富良野市＞
　特定健診対象者台帳を作成し、特定健診対象者台帳

　R３年度特定健診受診率　46.7％（R4.4月末）

　疾病管理・再発予防のため特定保健指導及び重症化

に、急性心筋梗塞の発症を予防

　現状の取組みを継続 するための健診や保健事業の推

進、特定健康診査・特定保健指

　現状の取組みを継続 　急性心筋梗塞等の発症要因と
なる生活習慣病の発症を予防す

るため、補助事業（健康増進事

のリスクの高い対象者に対する保健指導の実施
　糖尿病の保健指導実施数　251人（実施率100％） 導の充実

員に心電図検査を実施

　心電図検査実施者数　1,639人、所見あり　　162人

　医療連携体制の充実として、虚血性心疾患などの早 

期発見のため、特定健診・後期高齢者健診の受診者全

＜上富良野町＞

業費補助金）等を活用し、管内

の健康相談や健康教育等を実施

　データヘルス計画に基づき、心血管病

、メタボリックシンドローム、

喫煙習慣がある者への支援を早

急に開始し、心筋梗塞等の心血

　特定健康診査の受診率の維持・向上のための受診

勧奨 の発症予防、重症化予防のための健診受 　高血圧や脂質異常症、糖尿病

医療連携体制の充実 　健診結果に基づいた保健指導

　2次健診の対象を拡大

診勧奨と保健指導を継続



○ ○ 　40代・50代受診率が低い ○

○

○ ○ ○

○

○ ○ 　別添資料参照 ○

○

○

○ ○ 　受診率向上及び医療機関との連携 ○

○ ○ 　専門医不在 ○

○ ○ 　技師不足（養成不足） ○

○

○ ○ 　管内国保対象者の健診受診率は国の ○

目標値以上であるが、他の保険者の状
況が未把握

○ ○

○

○ ○   関係施設に登録に係る働きかけを実 ○

施し、さらに禁煙を行うよう働きかけ

が必要

○ ○ 　富良野地域の保健・医療・福祉関係 ○ 　便利帳「ほうれんそう」の見直しに ○ 　再発予防や重症化予防の取組
情報便利帳「ほうれんそう」は見直し 向けて、関係者と検討する必要がある。 と連携について、関係者と協議

が必要 する。
○ 　コロナ対策の影響で、課題解決に向 〇 　急性期医療機関がないことから、

けた検討や取組は中断している。 悪化の兆候や再発予防に関する普及
○ 　再発予防や重症化予防の取組が必要 啓発の実実施について、関係者と検討

が必要。

管疾患の発症予防＜中富良野町＞
　特定健康診査・特定保健指導の実施
  心電図検査の実施

　データヘルス計画に基づき、心血管疾
患の発症予防、重症化予防を継続

　データヘルス計画に基づき、対象者に 　管内行政栄養業務担当者研修

況について情報交換を実施
　健診項目に尿中アルブミン検査の継続 　今後も、定期的に情報交換を

実施 行うことで住民の生活習慣が改
　健診において、Ⅱ度高血圧、心房細動 善されるよう取り組みを推進

　1053名実施のうち心電図所見あり　215人（20.4％）

保健指導・栄養指導を継続 会にて、特定保健指導の実施状
＜南富良野町＞
　特定健診・保健指導の実施

　第２期保健事業実施計画に基づき実施

＜占冠村＞
の者の管理

　急性期から回復期、再発予防

　本人を通した医療機関との情報共有 まで切れ目のない適切な医療が

ティカルパスやICTを活用した

患者情報共有ネットワーク、保

　継続 健医療福祉圏域連携推進会議等
を通じて、患者の受療動向に応

  特定健康診査、特定保健指導の実施、同時に基本健
康診査、後期高齢者健診及び事後指導の実施 提供できるよう、地域連携クリ

　心疾患の早期診断により早期治療を行うために専門
医へ紹介

＜富良野協会病院＞

・専門医へ紹介７７件

　心エコー検査実施

じた連携体制の充実

　継続
　現在、地域連携クリティカル

から、実現可能な連携方法等を
　地域職域連携推進会議などを通して課 関係者で検討しながら、地域連

題の把握、共有 携クリティカルパスの導入の可

能性の検討

・検査件数２,２９５件

パスの導入がされていないこと
＜保健所＞
　各市町村等関係機関への普及啓発資材の提供

　普及啓発を実施
・禁煙週間

　今後も普及啓発等を通してたばこをや
めたい人への禁煙支援を実施

  禁煙支援を実施する。
・管内禁煙治療医療機関の紹介

　フレットの配付等

・「きれいな空気の施設推進事業」15施設(R5.8現在)

　「きれいな空気の施設推進事業」登録の推進
・ホームページによる普及啓発、受動喫煙防止リー

　今後も受動喫煙防止の必要性を周知し

　富良野地域の保健・医療・福祉関係情報をまとめた
便利張「ほうれんそう」を平成30年に更新し、

、「きれいな空気の施設推進事業」の
登録を働きかけ

ホームページに掲載継続中



現状値 目標（Ｒ5） R1 R2 R4 R5

男性

8.0

女性

3.3

1
○ ○ 　特定健診受診率は新型コロナ禍の影 ○ ○

響もあり受診率がわずかに減少

○

○ ○

○ ○

○

○

2 ○

○ ○ 　40.50歳代男性の未受診者が多い ○

○ ○ 　課題解決に向けた継続支援
○ ○ 　コロナの影響によるコントロール ○

○ 不良者の増加

○ ○ 　別添資料参照 ○

○

○ ○ 　別添資料参照 ○

○ ○ 　町外医療機関との連携 ○

70.0 59.0 58.3 56.7 56.5

体制整備

富良野保健所圏域

０４ 糖尿病の医療連携体制

指標及び推進状況

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

現状値の出典（年次） H30 R3

8.0 8.0 11.0

55.8

特定保健指導実施率（％） 78.2 80.0 66.4 66.3 68.2 56.8 79.1

68.2
現状値より

増加
12.7 12.4 12.1 19.3 11.9

特定健康診査受診率（％） 60.1

施策の項目 事業内容・実績等 評価・課題等 各実施機関における方向性 施策の方向

北海道保健福祉部調査
（平成29年4月1日現在）

6.7 5.9 8.8 7.7 7.5

8.0

8.6 10.0 13.0 13.6 13.7

8 9

「市町村国保における特定健診等
結果状況報告書（平成28年度分）

平成29年12月
（北海道国民健康保険団体連合会）

8.0

予防対策の充実 ＜富良野市＞
　特定健診対象者台帳を作成し、特定健診対象者台帳 　北海道国保連合会と連携し、特定健診 　保健所、市町村及び関係機関

受診率向上対策に取組む が連携して、糖尿病の発症を予

特定保健指導について、制度の

　現状の取組みを継続 周知と内容の充実

　糖尿病など生活習慣病の予防

を作成し、文書や電話・訪問など様々な方法で受診勧
奨を実施 防するため、特定健康診査及び

療機関への受診勧奨を実施
　データ不良者には、かかりつけ医と連携し保健指導

　R３年度特定健診受診率　46.7％（R4.4月末）

　健診未受診者には健診の受診勧奨、未治療者には医

・栄養指導を実施 に関する健康教育を推進するた
　現状の取組みを継続 め、補助金（健康増進事業補助

金）等を活用し糖尿病や生活習

　特定健康診査受診率の向上や

保健指導の充実に向けて、各保

　データヘルス計画に基づき、糖尿病の 険者において様々な取り組みが

慣病等の保健相談の推進

＜上富良野町＞

　特定健康診査の受診率の維持・向上のための受診

　特定保健指導の実施

医療連携体制の充実

勧奨

　健診結果に基づいた保健指導

発症予防、重症化予防のための健診受診 行われているところですが、

勧奨と保健指導を継続 共通する課題もあるため、今後
　医療機関と連携した保健指導（栄養指 とも各種会議等を活用しながら

民のために保健事業の実施体制
充実

　データヘルス計画に基づき、糖尿病の
発症予防、重症化予防 　糖尿病の発症リスクがある者

　町立病院と学習会
　糖尿病連携手帳を活用した保健指導 導）の継続 関係者間で情報共有を図り、住

　特定健康診査・特定保健指導の実施

＜中富良野町＞

　糖尿病重症化予防の取組み 　データヘルス計画に基づき、対象者に に対して、特定保健指導が実施

保健指導・栄養指導 され、生活習慣の改善が図られ
る体制整備の推進＜南富良野町＞

　南富良野町糖尿病重症化予防プログラム 　糖尿病台帳の整理・保健指導の徹底

実施件数等

住民の
健康状態等

地域連携クリティカルパスを登録
している医療機関数（医療圏）

HbA1c値が6.5以上で治療中の
者の割合（％）（40歳～74歳）

HbA1c値が6.5以上の者の割合
（％）（40歳～74歳）

「市町村国保における特定健診等
結果状況報告書（平成28年度分）

平成29年12月
（北海道国民健康保険団体連合会）

8.9



○ ○

○ ○ 　別添資料参照 ○

○

○ ○ 　受診率向上及び医療機関との連携 ○

○

○ ○ 　年々産科減少

　取組、内容等について検討必要
○ ○ 　内科常勤確保が必要 ○

○

○ ○

○

　管内行政栄養業務担当者研修
　健診項目に尿中アルブミン検査の継続 会にて、特定保健指導の実施状
実施 況について情報交換を実施

　健診において、Ⅱ度高血圧、心房細動 　今後も、定期的に情報交換を

　特定健診・保健指導の実施
　第２期保健事業実施計画に基づき実施

＜占冠村＞
の者の管理 行うことで住民の生活習慣が改

善されるよう取り組みを推進
　本人を通した医療機関との情報共有

、急性期から回復期、再発予防

、糖尿病患者に対して継続治療
の必要性等を啓発し、病状の悪

化や合併症予防

  特定健康診査、特定保健指導の実施、同時に基本健

康診査、後期高齢者健診及び事後指導の実施 　市町村、医療機関等と連携し

　糖尿病教室実施

医へ紹介

＜富良野協会病院＞

　糖尿病足病変・再発予防のための専門看護師による
フットケア外来実施

　継続 0
　全ての市町村で生活習慣病予

防等の健康教育が実施されおり、

も始まっています。今後とも糖
尿病重症化予防の視点が盛り込

まれた各種研修の開催が必要

医へ紹介

　腎不全専門外来 　継続 医療連携体制整備のための協議
医へ紹介

　発症予防から、専門治療、慢
性合併症治療まで切れ目のなく
適切な医療が提供できるよう、

病協会発行）等を用いた地域連
携クリティカルパスやＩＣＴを
活用した患者情報共有ネットワ

ーク等を活用し、患者の受療動

「糖尿病連携手帳」（日本糖尿

向に応じた連携体制の充実



現状値 目標（Ｒ5） R1 R2 R4 R5

1 ○ ○ 　養成後のサポーター活用について検 ○ ○

○ 討が必要

○

2 ○ ○

○

3

○ ○

○

○ ○ 　人材不足

○ ○

○ ○

4 ○

○ ○

○

○ ○ 　地域移行支援は実施されているが、 ○

短期入院患者のみで、長期入院患者が

入院後３か月時点での退院率（％）

富良野保健所圏域

０５ 精神疾患の医療連携体制

指標及び推進状況

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

現状値の出典（年次） H30 R3

50.0 60.0
厚生労働省精神保健福祉資料

(平成27年度)
53.8 47.9 53.6 40.5 58

施策の項目 事業内容・実績等 評価・課題等 各実施機関における方向性 施策の方向

68

66.6 90.0 76.9 97.9 68.1 78.3 78

58.0 84.0 61.5 58.3 56.5 67.6
住民の

健康状態等
入院後６か月時点での退院率（％）

厚生労働省精神保健福祉資料
(平成27年度)

＜富良野市＞

統合失調症 　認知症サポーター養成講座の実施 　認知症サポーター養成講座は依頼のあ 　保健所職員だけでなく、市町
った団体に実施 村職員等で当事者・家族の相談

専門性の向上のため、北海道立

精神保健福祉センターが実施す
　今後も乳幼児健診の受診の徹底を図り、 る自殺対策、ひきこもり、依存
小児科医や療育スタッフと連携して、発 症などの支援に関する研修等に

　市の経費負担で医師会から推薦を受けた医師が認知

　症サポート医研修を受講 支援に従事する全ての関係者の

うつ病・躁うつ病 　発達障がい
・乳幼児健診のカンファレンスには、健診担当の小児

　認知症サポーター養成講座

・実施回数　3回　、受講人数　64人

科医にも参加してもらい、指示を受けながら成長・発
達が心配な子どものフォロー

達障がいの早期発見 ついて情報提供と積極的な受講
を強く働きかけます。

域包括ケアシステム」の構築に

向けて、精神障がいのある人が

、地域の一員として安心して自
分らしい暮らしをすることがで

・毎月療育相談日を設け、発達が心配な児の相談を受
ける体制を取り、作業療法士と言語聴覚士が発達の評 　「精神障がいにも対応した地

＜上富良野町＞

価や保護者への助言

認知症 ・乳幼児健診の受診率　100％

　うつ病・躁うつ病
・こころの健康に関する知識等の普及活動や相談・健

　関係機関と連携し取り組む きるよう、圏域ごとに設置して
いる保健・医療・福祉関係者に
よる協議の場を市町村ごとにも

に努め、重層的な連携による支

援体制の構築を進めます。

　精神科病院に入院している者

　康教育

　認知症 設置できるよう、広域での調整

・発達支援センター等で専門支援

　自殺対策

・地域支援事業、介護保険サービス等の利用

　発達障がい

・こころの健康に関する知識等の普及活動や相談・健

　康教育

の退院を促進するため、地域の

相談支援事業所や医療機関等と
連携し、長期入院患者の地域移

地域における支援体制の構築を
で周知 促進します。

　中富良野町自殺対策計画に基づき、自

殺予防に関する普及啓発、こころの健康 　市町村など関係機関と連携し

＜中富良野町＞ 行・地域定着の支援を推進し、

　地域・職域におけるメンタルヘルス対策の推進

　精神保健相談の窓口の周知及び相談体制の充実
児童・思春期精神疾患 　自殺予防対策事業の推進

　保健所のこころの相談事業などを広報

＜保健所＞

づくりの相談体制の充実 、「北海道障がい者基本計画」

及び「北海道障がい福祉計画」

　管内精神科医療機関や、市町村・関係 に基づき、グループホームや就　統合失調症

・相談件数　実５件/延７件 機関と連携し、統合失調症等精神障がい 労支援事業所等日中活動の場の

入院後１年時点での退院率（％）
厚生労働省精神保健福祉資料

(平成27年度)



対象となっているか未把握
5 ○ 　そのために、統合失調症等精神障が

い者の支援体制について市町村や、関 ○

係機関と現状を把握・評価が必要 ○

○ 　新規入院患者の入院長期化の防止や
長期入院患者の退院を促進するため、

精神科医、看護師、薬剤師、精神保健
福祉士、作業療法士、臨床心理技術者 ○

等からなる多職種間の連携や退院後の
訪問看護、外来治療継続の支援など地
域移行に向けた支援が必要

○ 　圏域内の医療機関における連携体制
の構築や長期入院患者の症状を軽快さ

せる治療法の普及、精神科リハビリテ

6 ーションを始めとする予防的アプロー ○

チの充実などが必要
○ ○ 　治療につながり、関係機関と連携し ○

地域で支援しているが、病状のコント
ロールが難しく、就労支援等社会資源

につなぐことが難しいケースがある ○

○ 　内科等のかかりつけ医や産業医との ○

連携を推進し、精神科医療へのアクセ

スを促す取組が必要
○ 　患者のニーズや病状に応じて、就労 ○

7 支援事業所、障害者就業・生活支援セ ○

ンター等の関係機関と連携した就労支

援・復職支援の取組が必要
○ 　また、事業主をはじめとした職域関 ○

8 係者に対し、うつ病の正しい知識の普
及を図っていくことが必要

○

○

○ ○ 　認知症は適切な治療により病状の進 ○

行を遅らせ、より安定した生活を送る

ことができる可能性があることから、
家庭や職場など周囲の人や介護関係者

9 等への認知症に関する正しい知識の普

及が必要 ○

○ 　認知症疾患医療センターの役割や医

療機能等の周知を図るとともに、精神
科専門医療機関やかかりつけ医、介護

10 関係者の連携の推進を図ることが必要 ○

○ 　認知症サポート医の医療機関、介護

関係者への周知や活動内容の充実 ○

○ 　少子高齢化の進行等により、家庭に

おける介護力が低下し、いわゆる老老
介護や介護離職の問題など家族の介護

11 負担が重くなっている状況も見られ、

認知症グループホームなど退院が可能

と判断された認知症高齢者の地におけ

る生活の場の確保
○ ○ 　児童・思春期に特有の疾患に関する ○

正しい理解と対応について、小児科医

整備を促進します。
し、課題について協議の場（自立支援協
議会等）を活用し検討 　相談状況に合わせて内科等の

　治療抵抗性統合失調症治療薬及びmETC かかりつけ医との連携を推進し

　医療機関を中心に継続中。

・訪問件数　実１件/延１件
発達障がい ・地域移行支援は、地域生活支援センターや精神科

者の現状や支援体制について把握・評価

の普及に向け、医療機関における連携体 、精神科医療へのアクセスを促
制の構築を推進 す取組に努めます。

サポーター（認知症を理解し支

援する住民）の養成等を通じて
家庭や職場など周囲の者や地域

住民に対する知識の普及を進め

　市町村が推進している認知症

ます。

　認知症初期集中支援チーム、

護関係機関との連携を促進し
がら、社会復帰につなぐサービス等体制 ます。

の整備を実施（利用できるサービスに地
域差がある現状） 　小児科医や看護職員による

依存症

地域包括支援センター及び介

・訪問件数　実績なし

　うつ病・躁うつ病
・相談件数　実８件/延２件

　市町村や関係機関と、治療を継続しな

　うつ病の診療知識の普及や精神科専門 児童精神疾患への対応や必要
医との連携を推進するため内科医等かか に応じた専門医との連携が適
りつけ医を対象とした研修会の受講勧奨 切に図られるよう努めます。

　心の問題を持つ子どもが身
関係団体と連携した、うつ病に関する研 近な地域で適切な診療を受け
修や連携システムの構築 、また、その家族が適切な医

　医療機関や地域の保健医療関係者など 療的相談ができるよう、地域

　地域・職域における産業医等と精神科

ＰＴＳＤ 専門医の連携強化を促進するため、医療

高次機能障がい に対し、国等が実施する研修の受講を働 の保健・医療・福祉・教育等

きかけるなど、認知行動療法についての の関係機関のネットワークを
正しい知識の普及 構築し、連携の促進を図りま

連携により就業面と生活面における一体 　発達障がいの早期発見や適
的な支援 切な成長・発達を促すため、
　早期の発見・診断と専門的な治療・支 乳幼児健診について市町村か

　精神障がいの特性や疾患の状態に応じ す。

　認知症

た就労を推進するため関係機関、団体の

・本人に病識がないことや家族周囲の者の理解不足など
　により、初期段階で精神科医療へつなげることが困難な

援につなげるため内科医等かかりつけ医 らの受診勧奨により、発達障
の認知症対応力向上のための研修や、認 がいの当事者・家族等を適切

知症初期集中支援チームのフォローアッ な支援につなげられるよう、

向上を図るため、保健福祉に
る正しい知識の普及を図るため、認知症 関わる職員を対象にした研修

介護研修の受講を働きかけます。また、 を実施します。
認知症サポーター(認知症を理解し支援す

　場合がある。
摂食障害 ・当圏域の高齢化率は、31.1％と高く、高齢者の単身世 プ研修の受講を働きかけます。 発達障がいに関する専門性の

　と判断されても退院後の生活の場を確保できないことも
　多いことなどから、認知症の退院患者在院日数は長くな

　帯、高齢者のみの夫婦世帯が増加しており、さらに、認
　知症高齢者は慢性的な身体疾患を併発していり退院可能

　介護関係者、家族に対し認知症に関す

精神科救急・身体合併症 　りがち。 る住民）の養成等を通じて家庭や職場な 　発達障がいを持つ人が身近
ど周囲の人や地域住民に対する知識の普及 な地域において適切な診療を
　認知症の専門医療機関である認知症疾 受け、また、その家族が適切

患医療センターとの連携を促進し、認知 な医療的相談ができるよう、

し、ライフステージに応じた

自殺対策

症医療水準の向上を図るとともに、認知 市町村に必要な専門的支援の

症初期集中支援チーム、地域包括支援セ 確保に努めるほか、地域の保
ンター及び介護関係機関との連携を促進 健・医療・福祉・教育等の関

係機関のネットワークを構築

　児童・思春期精神疾患

・富良野保健所管内には子どもの心の診療に特化した精

　心の問題の発見後、適切な療育や子育

てに対する不安の解消などの支援につな

切れ目のない支援のための連

携の促進を図ります。



をはじめ、地域の保健・医療・福祉・教 ○

育関係者に対する学習機会の確保が必要
○ 　適切な養育と子どもの健康な発達の ○

関連について、幅広く啓発することが

必要
○ 　乳幼児健診は発達障がい等子どもの

心の問題の早期発見にも資する機会で
あることから、市町村からの受診勧奨

を徹底するとともに、健診担当部局と ○

医療機関・保健所等の関係機関が連携
した健診後の保健指導や相談支援等の ○

取組が重要
12 ○ 　心の診療を必要とする子どもの入院

治療機能を持つ医療機関の確保など、

子どもの心の診療体制の整備に向けた

取組
○ ○ 　発達障害に関する本人自身・周囲の ○ ○

理解が進んでおらず、社会で適応する
ことが難しい状況

○ 　自立して生活可能な収入が得られず
、引きこもりや貧困につながっている ○

ケースがある
○ 　発達障がいの特性等に関する理解と

対応について、医師を始め、地域の保 ○ ○

健・医療・福祉・教育関係者等に対す
る学習機会の確保が必要

○ 　発達障がいがあるについては、児童
・思春期から成年期にかけて、ライフ

ステージに沿って、地域の保健、医療 ○

、福祉、教育等の関係機関が連携を図 ○

り、切れ目のない一貫した支援を提供

する体制を図ることが必要
○ 　発達障がいを背景とする不安障がい

等の二次障がいを防ぐためにも、的確
な早期診断と適切な療育的支援、医療 ○

的支援が必要

○

○ ○ 　管内の依存症患者数や現状が未把握 ○

○ 　相談対応後の事後フォロー先の体制

が整っておらず、継続的な支援が支援
が難しい。 ○

○ 　依存症対策の専門的支援に係る地域
の相談支援体制を整備し、必要に応じ ○

て適切な医療につなげるなどの取組が ○

必要
○ 　アルコール依存症については、治療

を行う医療機関と内科等のかかりつけ

医や産業医等の連携が必ずしも十分と

はいえないため、重症化してから治療

につながる傾向もあり、医療機関や関 ○

　　　　　　情報共有、意見交換 係機関との連携強化が必要

医療観察法

　神科を標榜する医療機関はなく、また、小児科を標榜し
　ている医療機関は1カ所であり、旭川等他地域の医療機
　関を受診していることが多い。

　発達障がい
・相談件数　実６件/延376件

（成人の発達障害当事者からの相談が大半）
・訪問件数　実績なし

　依存症
・相談件数　実５件/延10件（内1件は精神科医による

　定例相談）
・訪問件数　実績なし
・富良野地域自殺予防対策連絡会議及び依存症対策

　ネットワーク会議を実施
　　日　時　令和５年１０月７日（金）　

　　　　　　13：30から15：30
　　場　所　富良野市地域福祉センター　いちい

　　出席者　富良野地域自殺予防対策連絡会議構成員　

　　　　　　20施設25名

　　内　容　自殺対策に関する講義

　　　　　　行政説明

げられるよう研修等により相談支援業務
に関わる職員の資質向上
　小児科医や看護職員による児童精神疾

患への対応や必要に応じた専門医との連

携、家庭や学校関係者、児童相談所、医
師・看護師・精神保健福祉士及び公認心
理師等の連携が適切に図られるよう子ど

もの心の診療体制の充実
　心の問題を持つ子どもとその家族が身

近な地域で適切な医療的相談や診療の支
援を受けることができるよう保健医療・

福祉・教育等の関係機関のネットワーク
を構築、連携

　発達障害を持つケースが、地域で自立
して生活できるよう、市町村・関係機関

と連携の上、発達障害への理解を深めな
がら支援を実施

　発達障がいの早期発見や適切な成長・
発達を促すため、乳幼児健康診査につ
いて市町村からの受診勧奨

　発達障がいのある人やその家族等を適

切な支援につなげられるよう、発達障が
いに関する専門性の向上を図るため、地
域の保健、医療、福祉、教育等の職員を

対象にした研修の実施
　発達障がいのある人やその家族等が速

やかに医療機関を利用できるよう、道の
ホームページを活用するなど医療機関に
関する情報の提供に努めるほか、発達障

がいの診断に係る初診待機の短縮に向け

た体制づくりの支援
　発達障がいのある人が身近な地域にお
いて適切な診療を受け、また、その家族

が適切な療育的相談ができるよう、市町
村における包括的な子ども発達支援体制

の整備を支援するほか、地域の保健・医
療・福祉・教育等の関係機関のネットワ

ークを構築し、ライフステージに応じた
切れ目のない支援のための連携の促進

　依存症に関するネットワーク会議等で
依存症に関する管内の現状や課題を把握

し、必要な支援の検討
　依存症に関する知識や技術を習得する
ため、研修会に関する情報を市町村や関

係機関に提供
　依存症に関する知識を普及し、当事者

・家族を地域で支援することができるよ
う、地域住民に対する啓発や依存症の自

助グループや支援者が実施しているミー

ティングの手法を学ぶ機会の確保など、

依存症支援体制の構築を促進

　「北海道アルコール健康障害対策推進

計画」及び「北海道ギャンブル等依存症

　　依存症に関する知識を普
及し、当事者・家族を地域で
支援することができるよう、

地域住民に対する啓発や依存

症の自助グループや支援者が
実施しているミーティングの
手法を学ぶ機会の確保など、

依存症支援体制の構築を促進
します。

　「北海道アルコール健康障

害対策推進計画」に基づき、
予防及び相談から治療回復支
援に至る切れ目のない支援体

制を整備します。

　精神的・身体的被害に対す
る保健・医療・福祉サービス

の充実を図るために、精神保
健福祉センターが実施するＰ

ＴＳＤ研修等の周知を行い支
援技術育成に努めます。

　地域の保健・医療・福祉・

教育関係者に、摂食障害に関
する普及啓発を進め、早期発
見、適切な治療につなげるこ

とが必要です。

　高次脳機能障がいの当事者
・家族が身近な地域で支援を
受けられるよう、保健所にお

ける相談機能の強化や相談窓

口の周知を図るとともに、地
域において高次脳機能障がい
の診断等が可能となるよう、

医療関係者等を対象とする研
修を実施するなど、支援及び

診療体制の充実を図ります。

　地域の保健・医療・福祉・
教育関係者に、摂食障害の当

事者・家族等が速やかに医療
機関を利用できるよう、摂食

障害に関する普及啓発に努め
ます。

　地域の医療機関と警察や消
防、市町村・保健所及び自殺

対策に取り組む民間団体等と
連携しながら、管内での自殺

対策について効果的に実施で

きるよう互いに情報交換を行

うとともに、地域の住民に対

して自殺予防の普及啓発を引

き続き実施していきます。



○ 　ギャンブル等依存症については、治
療を専門に行う医療機関の整備と医療 ○

従事者の養成のほか、道の調査ではア
ルコール依存などの精神障がいを併発

している人が約半数にのぼっているこ
とから、他の依存症施策との連携強化

が必要
○ ○ 　PTSDに関する知識や支援技術の向上 ○

が必要 ○

○ ○ 　地域の支援者の知識や支援技術向上 ○

○ 　地域での相談窓口や支援制度の周

知、相談支援体制の充実を図ることが ○ ○

必要
○ ○ 　プライマリケアを担う医療機関、小 ○

児科医、内科医等への摂食障害に関す

る普及啓発を進め、早期発見、適切な ○

治療につなげることが必要
○ ○ 　休日や夜間を含め、24時間365日、 ○

精神科救急患者や身体疾患を合併した

患者等の状態に応じて適切な医療を提
供できる体制の確保が必要。

○ 　自殺対策 ○ 　身体合併症患者の受け入れや自殺企

・2021年  　自殺死亡率　全道：17.5 図者の身体的処置終了後の精神科医に ○

　　　　　　　　　　　富良野管内：17.5 よる事後対応等、一般救急との連携体
・相談件数　実績なし 制の構築が必要。
・訪問件数　実1件/延1件（医療保護入院中の患者

　　　　　　へ訪問） ○ 　予防対策推進のため、自殺対策の専 ○

・富良野地域自殺予防対策連絡会議及び依存症対策 門的支援に係る地域の相談支援体制を

　ネットワーク会議を実施 整備し、必要に応じて適切な医療につ
　　日　時　令和５年１０月７日（金）　 なげるなどの取組が必要
　　　　　　13：30から15：30 ○ 　医療機関と保健所・市町村及び自殺

　　場　所　富良野市地域福祉センター　いちい 対策に取り組む民間団体等が連携し、

　　出席者　富良野地域自殺予防対策連絡会議構成員　 自殺未遂者への自殺再企図防止のため
　　　　　　20施設25名 の支援や住民に対する啓発を行うほか ○

　　内　容　自殺対策に関する講義 、地域間の取組の格差を是正する取組

　　　　　　行政説明 など、自殺対策に社会全体での取組が
必要

○ 　対象となった方のニーズに応じた保 ○

健サービスの活用等、地域処遇におけ
る指定通院医療機関と関係機関が連携

した支援が必要
○

　ＰＴＳＤ
・対応実績なし

　高次機能障がい
相談件数　実３件/延23件

訪問件数　実1件/延1件

・管内に、専門医療機関や自助グループ、家族会は
　ない状況

　医療観察法

・対象者なし

　摂食障害

・対応実績なし

　精神科救急・身体合併症

・対応実績なし

　　　　　　情報共有、意見交換

対策推進計画」に基づき、予防及び相談
から治療回復支援に至る切れ目のない支
援体制の整備

　研修へ参加し、対応する職員の養成
　啓発と研修による支援技術育成

　市町村や医療機関、関係機関と連携し
、社会復帰に向けての支援を実施

　支援者向けの研修会を実施

　プライマリケアを担う医療機関等への

摂食障害に関する普及啓発

　摂食障害の当事者・家族等が速やかに
医療機関を利用できるよう情報提供
　 休日・夜間の緊急の相談や救急医療

を必要とする者に対応することができる
よう、精神科病院の協力も得ながら、精

神科救急圏域ごとの輪番体制の整備を始
めとした精神科救急医療体制を確保
　身体合併症を有する救急患者への対

応が円滑に行われるよう、一般救急を担

の支援に向けた取組や地域間の取組の格
差を是正するための試行的な取組を通じ

、地域における自殺予防対策を推進
　医療観察法による通院決定、退院決定

を受けた者を対象として実施される「地
域社会における処遇」において、生活に

必要な支援が円滑に提供されるよう、指
定通院医療機関、保護観察所、市町村及

う医療機関や身体科と精神科との連携を
図る
　保健・医療・福祉・労働・教育等の関

係機関から構成される「富良野地域自殺
対策連絡会議」の構成機関・団体と連携

し、地域における人材養成や相談体制の
確保、自殺未遂者等支援の拠点機能を担
う医療機関の整備等、「北海道自殺対策

行動計画」に基づき、総合的な対策推進

び相談支援機関等の関係機関との連携

　自殺未遂者への自殺再企図防止のため

　また、自殺は様々な要因が
引き金となるといわれている

ことから、自殺を企図する人

を早期に発見し、その要因と
なる問題の早期解決のため、
個々の課題に対応できる関係

機関に早期につなぐことので
きる地域支援体制の構築を図

っていきます。

　医療観察法に係る対象者が
発生した際は、地域の関係機
関と連携し、当事者のニーズ

に対応した受入体制や在宅生

活支援策等を協議していきま
す。



現状値 目標（Ｒ5） R1 R2 R4 R5

1
○ 　医師会会員の高齢化により、輪番体 ○ 〇

制の維持が今後困難になる可能性があ
る。

○ 　富良野協会病院の常勤医師が減少し ○

ており、救急対応が困難になる可能性
2 がある。 ○

○

○

○

3

○

○

○ 　医師不足にて、増員しなければ厳し ○ ○

い状況（今後、医師の高齢化も相まっ

て救急体制維持が厳しい状況。）

○

○

在宅当番医制等初期救急医療の確保市町村割合（％）

富良野保健所圏域

０６ 救急医療体制

指標及び推進状況

地域推進方針における指標 実績数値

現状値の出典（年次） H30 R3
指標名（単位）

道北圏 道北圏

100.0 現状維持 100.0 100.0 100.0 100.0

無無 有 有 有 無 無

道保健福祉部調べ
（平成29年12月現在）

100.0

有 現状維持 有 有 有 有 有

道北圏 現状維持 道北圏 道北圏 道北圏

　現在の初期救急医療体制を維持するこ 　当地域の救急告示医療機関で
とができるように協会病院や医師会との ある富良野協会病院・上富良野

連携を今後も継続し、課題解決を図る。 町立病院に、機器の充実及び関

施策の項目 事業内容・実績等 評価・課題等 各実施機関における方向性 施策の方向

・富良野医師会に委託し、協会病院を診療の場として

　初期救急の診療にあたる体制を確立

初期救急医療体制 ＜富良野市＞

　初期救急医療体制

・委託料は圏域５市町村で負担
・富良野医師会への委託料

係機関の協力による医師派遣な
どにより、救急医療業務に従事

する医師等への支援を強化しま

　病院群輪番制を維持し、重症

患者の救急医療を24時間365日
体制で実施

　二次救急医療体制 　現在の取組みを継続 す。

・富良野協会病院への補助金

・二次救急医療を実施する富良野協会病院に対し、圏
二次救急医療体制 　域５市町村で補助金を交付

　三次救急医療体制
・旭川赤十字救命救急センターの運営費を負担

　現在の取組みを継続
　現在、各救急病院・診療所で
行われている救急医療体制の維

次救急医療体制の維持・強化を

図ります。

　三次救急医療体制の維持・強

　住民への情報提供や普及啓発 　現在の取組みを継続 持に努め、連携区域における二

＜占冠村＞

・「ふらのこどもの救急」の小冊子を保健センター窓

三次救急医療体制 　口や小児科医療機関で配布

  富良野医師会に委託し、協会病院を診療の場として

初期救急の診療にあたる体制を確立。圏域５市町村で

　取り組みを継続 化を図るため、道北ドクターヘ

リの関係会議などを通じて関係
機関との連携や情報共有等を図

　今後において、行政をはじめ各方面と 　重傷患者に対する救急医療が

協議が必要 確保されるよう救急隊、救急救
命士と救急患者受入機関の連携

負担

ります。

  富良野医師会に委託し、協会病院を診療の場として
体制を維持

＜富良野協会病院＞
  富良野医師会に委託し、協会病院を診療の場として

　　時間外患者数　　３,８１６名（一次・二次）

  富良野医師会に委託し、協会病院を診療の場として

、救急救命医の確保・養成に努

　継続 めます。

「北海道救急医療・広域災害情

　実習受入（６月～２月）

  富良野医師会に委託し、協会病院を診療の場として 　道から各医療機関等に対する

　年２～３回程度実施

病院群輪番制の実施の有無

ドクターヘリの導入

救急法等講習会の実施の有無



4
○ 　遅滞なく傷病者の搬送ができ、問題 ○

無し

○

○ 　二次医療機関には、概ねの傷病者を ○

受け入れてもらい、問題無し

○ 　重症患者の転院搬送にも、病院側の ○

協力によりスムーズな搬送ができ、問

題無し

○

5

○ 　救急救命士は各署所に配置されてお ○

　り、救急出動に少なくとも１名の救急
　救命士が搭乗する体制を確保し、問題
　無し。 

○ 　ドクターヘリ要請増加に伴い、天候 ○

　不良・他事案出動中等の運航不能時に
　おけるドクターカーの有効活用が必要

　となる。
○ 　救急車の消毒は時間を要し、消毒作 ○

　業が終了するまでは出動不能となるが、
　富良野広域連合内及び近隣の他消防本
　部との連携体制が整っているため、問

　題無し。
○ 　救命講習を受講し、一般市民による ○

早期応急手当、救命処置の増加を望む。

報システム」のパンフレットの
送付や道のホームページに掲載

　現在の体制を継続 するなどして、救急医療に関す
救急搬送体制 ＜富良野広域連合消防本部＞

  富良野医師会に委託し、協会病院を診療の場として

・原則、市町村はそれぞれを単位として初期救急医療

の確保

る必要な情報提供等を行う。

　救急医療週間などの機会を活

て啓発を行います。また、救急
法等講習会の開催などにより、

地域住民に対し、救急医療機関
等への適正受診や救急車の適切

・初期救急医療に対応すべく、各市町村に合計８台の
　高規格救急自動車を配備し救急対応した。 用し、ＡＥＤの整備促進につい

　時間３６５日体制で実施
・二次救急医療機関である富良野協会病院・上富良野

  富良野医師会に委託し、協会病院を診療の場として
・病院群輪番制を維持し、重症患者の救急医療を２４

　現在の体制を継続

町立病院と連携し、救急患者の受け入れ、応急処置を
２４時間体制で実施した。

な利用に関する知識の普及啓発
を行うとともに、保健所をはじ

　現在の体制を継続 めとした、消防機関、市町村、

制の強化を図ります。

　コンビニ受診の抑制等も目的

とした救急医療啓発リーフレッ

  富良野医師会に委託し、協会病院を診療の場として

・三次医療提供医療機関と密接な連携を図り、重篤・ 医師会等の関係機関との連携体

・富良野圏域には三次医療提供医療機関が無いため、

住民への情報提供や普及啓発 二次救急医療機関との連携・ドクターヘリ等を利用

重症患者に対する救命医療を確保し、救命率の向上に
努めた。

し三次医療提供医療機関への搬送を行った。

・道北ドクターヘリの円滑な運航のため医療機関、

トを配布し、地域住民に救急病

院へのかかり方等の啓発を行い
ます。消防機関は道北ドクターヘリ運航調整委員会を通じ

て連携を図った。

・道北ドクターヘリ運航調整委員会により、医療機関
との連携がとれた。

・消防無線デジタル化に伴いドクターヘリ無線もデ

ジタル無線が配備され、互いの通信手段が統一された。

救急救命士の養成等を図った。
・８台の高規格救急自動車を運用し、少なくとも各市

  富良野医師会に委託し、協会病院を診療の場として
・市町村と消防機関は、高規格救急自動車の整備促進、

早期治療につなげることにより救命率の向上を目指し
た。

町村に１台は配備されている。

・道北ドクターヘリ及びドクターカーを有効に活用し、

を搬送した後は、救急車内の消毒を徹底し、感染拡大

防止に努めている。

染拡大防止に努めた。

・新型コロナウイルス感染症（疑いを含む）の傷病者

・早期に傷病者が医療に接触できる様努めている。

・新型コロナウイルス感染症の感染対策を徹底し、感

手当や応急手当及びAEDの使用方法等講習会を開催する
など、普及啓発に努めた。

救急車が到着する前にその場に居合わせた人による的

確な救命手当・応急手当が重要であることから、救命

  富良野医師会に委託し、協会病院を診療の場として

・救急患者の救命率や予後の回復の向上を図るため、

・各消防署・支署で応急手当講習の実施





現状値 目標（Ｒ5） R1 R2 R4 R5

1
○ ○ 　訓練が必要 ○

○

○ ○ 　消防・病院以外の機関を含めた訓 ○

練が必要

○

2
○ ○ 　初動体制等の確立訓練が必要 ○

3

4 ○ ○ 　消防・病院以外の機関を含めた訓 ○

練が必要 ○

○ ○ 　被災地における感染対策の徹底、 ○

隊員の健康管理やメンタルヘルスケ

ア等の対応が必要

－ － － － －

体制整備

富良野保健所圏域

０７ 災害医療体制

指標及び推進状況

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

現状値の出典（年次） H30 R3

北海道DMAT指定医療機関整備数
（施設数）

1施設 現状維持

災害拠点病院整備数（施設数） 1施設 現状維持

1施設 1施設 1施設 1施設 1施設

1施設 現状維持 1施設 1施設 1施設 1施設 1施設道保健福祉部調べ(平成29年4月現在)

道保健福祉部調べ（平成30年2月現在）

1施設

災害拠点病院における業務継続
計画（BCP) の策定数（施設数）

災害拠点病院における耐震化
整備数（施設数）

1施設

－

1施設 1施設 1施設

施策の項目 事業内容・実績等 評価・課題等 各実施機関における方向性 施策の方向

実施件数等

－ 1 －

－ 100% － － － － －

道保健福祉部調べ(平成29年4月現在)

－

災害医療の連携体制の構築や ＜富良野協会病院＞

災害医療体制の充実・強化 　BCPの作成 　災害拠点病院（富良野協会病

EMIS*2操作を含む研修･訓練を
実施している病院の割合（％）

　道へ提出
　備蓄食の用意 救命医療等の高度の診療機能を

＜富良野広域連合消防本部＞

　令和元年度に、非常食（アルファ米）１２００食、
　水（備蓄水２ℓ）４５０本を購入

院）は、災害による重篤患者の

確保し、被災地からの患者の受
け入れや広域搬送に係る対応を

行い、医薬品・医療材料などを
供給するとともに、応急用資機

　災害医療の連携体制の構築や災害医療体制の充実
強化・消防機関と医療機関等は緊密な連携を図り、

　推進方針に基づき訓練の実施を 材の貸出等により地域の医療機
望む 関を支援します。また、道の要

請に基づき救護班、ＤＭＡＴを

す。

　北海道ＤＭＡＴ指定医療機関

（富良野協会病院）は、道の要

救急搬送体制の確保やメディカルコントロール体制
に基づく病院前救護の確保、被災地内におけるトリ 派遣し、医療救護活動を行いま

・二次医療機関との連携を図り、災害医療への対応

災害拠点病院の強化 　を検討

アージや応急処置等を行ない医療機関との連携体制

を図る。

　災害拠点病院の強化

・災害拠点病院は、自らの機能確保のため防災マニ

　推進方針に基づき訓練の実施を 請に基づきＤＭＡＴを災害急性

望む 期において被災地に派遣し、「
患者を近隣・広域へ搬送する際

「被災地内の病院における診療
支援」、「被災地内におけるト

リアージや救命処置等を行いま
す。

ュアルを備えるとともに、高度の診療機能、傷病者

の受け入れ、広域搬送への対応及び薬品・医療材料 における必要な観察・処置」、

的な災害時においては、道の要請に基づき救護班を
派遣し医療救護活動を行う。

ＤＭＡＴの整備 等の供給や応急用資材の貸出等により地域の医療機
関を支援する体制の維持。さらに、大規模又は広域

災害急性期以降における医療や 　ＤＭＡＴの整備
健康管理の確保 ・富良野第二次医療圏における、北海道ＤＭＡＴ指

　推進方針に基づき訓練の実施を
望む 　保健所や市町村は、被災者に

対して感染症のまん延防止、メ

的確に対応するため、保健師、

望む 栄養士などによる保健指導及び
栄養指導を実施するとともに関

　定登録医療機関の確保

・富良野協会病院にＤＭＡＴを配備 ンタルヘルスケア等のニーズに

　行ない、災害拠点病院との連携強化を図る。

　災害急性期以降における医療や健康管理の確保

・被災地に必要とされる救急医療を迅速かつ的確に

　推進方針に基づき訓練の実施を



○ ○ 　消防・病院以外の機関を含めた訓 ○

練が必要

○

5

○

○

○

　推進方針に基づき訓練の実施を 係機関、関係団体との連携を図　広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）の
活用
・医療機関の稼働状況など災害医療に関わる情報を

望む ります。

　防災マニュアルの整備及び業

促進します。

　保健所においては、各種研修
会等の案内を行い、定期的な訓

　共有し、被災地域での迅速且つ適切な医療・救護

　に関わる各種情報を集約 務継続計画（ＢＣＰ）の策定を
広域災害・救急医療情報シス
テム（ＥＭＩＳ）の活用

練や各種研修等への受講を促し、
体制の強化に努めます。

能するため、研修参加による人

材育成や定期的な訓練等を行い

ます。

　災害時にＤＭＡＴが有効に機

　災害時におけるＥＭＩＳの円

滑な運用が重要であることから
、各病院における定期的な入力

訓練の実施を促進します。



現状値 目標（Ｒ5） R1 R2 R4 R5

1
○ ○ 　患者数の減少や医師確保の経費の ○ ○

増加により収支欠損が大きくなって

いる。
○ 　医師の確保が困難な状況があり、

現状の法人による診療所の運営継続
は困難

○ ○ 　医師の確保に努める ○ ○

○ ○ 　脳外科・心臓血管外科等実施 ○

○ ○ 　当院での時間外での運用 ○

2 ○ ○

○

○ ○ 　医師不足にて派遣ができない ○

○

3 ○

富良野保健所圏域

０８ へき地医療体制

指標及び推進状況

地域推進方針における指標 実績数値

現状値の出典（年次） H30 R3

0

2施設 現状維持 H29へき地医療現況調査 3 3 3 3 2

0 現状維持 H26無医地区等調査 0 0 0 0

施策の項目 事業内容・実績等 評価・課題等 各実施機関における方向性 施策の方向

1 1 11 11施設 現状維持へき地医療拠点病院（施設数）

へき地における診療の機能 ＜富良野市＞

　山部診療所に対する運営支援 　R4年度からは、市が診療所を運 　無医地区等住民の健康の保持
営し地域医療体制を継続する ・増進を図るため、市町村等と

衛生状態を十分把握し、地域の

実情に即した保健指導を行いま
す。

・山部診療所運営交付金　　14,200千円

連携を図りながら、住民の保健

＜占冠村＞

  村立占冠診療所、村立トマム診療所の運営 　取り組みを継続 　へき地における医療を確保す
るため、高規格救急自動車、道

北ドクターヘリや消防防災ヘリ

及び市町村や医療機関における

患者輸送車の効率的な更新や整

　取り組みを継続 備を推進し、市町村を越えた患
　取り組みを継続 者輸送がスムーズに行えるよう

＜富良野協会病院＞
　旭川医大とのモバイル端末を使った遠隔画像連携 　取り組みを継続 などによる救急搬送体制の充実

　たいせつ安心ネット参加
へき地の診療を支援する医療の 　必要に応じてドクターヘリにて三次医療機関へ搬

実施

・脳外科・心臓血管外科等実施

機能 送
・三次救急医療機関へ搬送

体制づくりを進めます。

　引き続き、市町村や医療機関

る事業に対して支援し、効率的

な更新や整備を推進することに

より、へき地における患者輸送

が円滑に行えるような体制を推

・救急車含む１５７件

　へき地への医師派遣 　医師増員を図る における患者輸送車等を整備す
・派遣未実施

進します。

　へき地においては、幅広い診

要な役割を担うことから、関係
機関と連携しながら、総合診療

医の確保に努めます。

療に対応できる総合診療医は重

行政機関等によるへき地医療の支援 　自治医科大学卒業医師や地域

枠医師の配置、北海道地域医療

振興財団のドクターバンク事業

等の活用により、常勤医、代診

へき地診療所（施設数）

無医地区（地区）

指標名（単位）

H29へき地医療現況調査



○

○

○

医の確保を図ります。

　へき地への巡回診療、へき地

診療所等への医師派遣調整等、

へき地医療拠点病院が行うへき
地医療支援活動に対して支援し
ます。

　遠隔医療や診療情報の共有ネ

ットワーク化を行うため、必要
な機器等の整備を行うへき地医

療拠点病院などに対して支援し
ます。

　医育大学に設置した地域医療

自治医科大学卒業医師や地域枠
医師の配置、北海道地域医療振

興財団のドクターバンク事業、
緊急臨時的医師派遣事業等を活

支援センターによる医師派遣、

用し、へき地の診療を支援する
医師の確保を図ります。



現状値 目標（Ｒ5） R1 R2 R4 R5

1
○ ○ ○

2

○ ○ 　常勤医師の高齢化 ○

○

3 ○ 　常勤医師確保 ○

○

4
○

5

地域周産期母子医療センターの有無

富良野保健所圏域

０９ 周産期医療体制

指標及び推進状況

地域推進方針における指標 実績数値

現状値の出典（年次） H30 R3
指標名（単位）

有有 現状維持 北海道周産期医療体制整備計画 有 有 有 有

　取り組みを継続 　限られた医療資源を有効に活

用していくため、「地域周産期
センター」である富良野協会病

施策の項目 事業内容・実績等 評価・課題等 各実施機関における方向性 施策の方向

も富良野地域で出産できる医療体制を維持できるよう
財政支援

産婦人科医師及び助産師の確保 ＜富良野市＞
　地域センター病院が周産期医療体制を確保し、今後

・R3支援額　　32,381千円

地域周産期センター機能の

院を中心とした周産期医療体制

の整備推進や、周産期関係医療
機関の連携や役割分担による連

び医療機関が連携した出産体制

を支援する母子保健活動推進を
進めていきます。

　取り組みを継続

維持、充実 ＜富良野協会病院＞

　産婦人科常勤医２名、WINDより医師派遣（非常勤） 　常勤医師２名体制維持 携体制を強化を図り、市町村及

　産婦人科医師確保対策事業（１市３町１村）

救急搬送体制の整備 ・医師確保対策活用

にて分娩体制維持

・分娩　　１２６人

　市町村で実施している妊婦健
康診査の受診率を高めるため、

妊娠の早期届出の周知や検診受

　産婦人科医師の負担軽減に繋

がることから、医療機関や関係
団体等と連携して、助産師が行

診を働きかけます。

ＮＩＣＵ等に長期入院している
児童への支援

周産期における災害対策 う外来機能の充実について、地
域の実情を踏まえながら検討し
ていきます。



現状値 目標（Ｒ5） R1 R2 R4 R5

1
○ ○ ○

2
○ ○

○ ○ 　常勤医の確保、維持 ○

3

○ ○ 　セラピスト確保、維持 ○

○

4

富良野保健所圏域

１０ 小児医療体制（小児救急医療を含む）

指標及び推進状況

地域推進方針における指標 実績数値

現状値の出典（年次） H30 R3

11.0
現状より
増加

令和２年厚生労働省
「医師・歯科医師・薬剤師調査」

21.3
隔年調査のため
データ更新なし 11.0

隔年調査のため
データ更新なし

Ｒ２の確定値
の公表なし

有

有 現状維持
道保健福祉部調べ

（平成30年1月現在）
有 有 有 有 有

有 現状維持
道保健福祉部調べ

（平成30年2月現在）
有 有 有 有

　取り組みを継続 　小児医療については、できる
だけ患者の身近なところで提供

されることが望ましいことから、

施策の項目 事業内容・実績等 評価・課題等 各実施機関における方向性 施策の方向

補助金を交付

・市負担分　　　　　1,145,329円

小児医療（救急医療）体制の ＜富良野市＞

維持 　小児二次救急医療体制の維持にかかる費用に対し、

小児医療体制等の確保 ＜占冠村＞

一般の小児医療及び初期小児救

急医療を担う病院や診療所の維
　取り組みを継続 持・確保に努めます。

制を確保・推進し、小児二次救
急医療機関に勤務する小児科医

　取り組みを継続 師の負担軽減を図るため、道内
の内科医等を対象とした「北海

  沿線5市町村で小児二次救急医療体制の維持にかか
る費用に対し、補助金を交付 　また、地域の小児救急医療体

　小児医常勤４名
・小児救急実施（３６５日）

＜富良野協会病院＞

小児医療の専門化の推進 ・小児科患者数　　入院　３,５９０名　

　　　　　　　　　外来　１５,１５０名

道小児救急医療地域研修会」等

の案内を行い積極的な研修への

　取り組みを継続 参加を促進します。

　発達障がいの子ども、重症心
身障がい児、医療的ケア児等が、
在宅医療や療育、短期入所等の

福祉サービスなどの支援を身近

　リハビリテーション科にて実施
・発達障害児に対する治療やリハビリ

療育支援体制の確保

・臨床心理士（非常勤）による発達障害児に対する
小児高度専門医療や療養・ 　相談（カウンセリング）

な地域で受けられるよう、地域

生活を支援する体制の充実に努

めます。

小児医療を行う医師数（小児人口1万人対）

北海道小児地域医療センターの有無

小児二次救急医療体制の確保の有無

指標名（単位）



現状値 目標（Ｒ5） R1 R2 R4 R5

1
○ ○ 　入退院支援を担う人員確保・ ○ ○

維持
○

○ ○ 　在宅医療・介護連携の課題と ○

して、広域的な課題や取組みの検討が
中断している。

2 ○ 　現状と課題について関係者間で再度
○ 共有する必要がある。

○ ○ 　便利帳「ほうれんそう」と連携 ○ 　医療と介護の連携の現状と ○

の活用は少なく見直しが必要。 課題を再確認したうえで市町
村担当者会議や看護連携会議

3 で、課題解決策を話し合う。

富良野保健所圏域

１１ 在宅医療の提供体制

指標及び推進状況

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

現状値の出典（年次） H30 R3

2 2

訪問診療を実施している医療機関 5 現状維持 富良野保健所調べ（平成29年度実績） 6 5 6 8 9

機能強化型の在宅療養支援診療所又は病院
（「第9」又は「第14の2」の１の（3）の規定）

2
現状値より

増加
北海道厚生局届け 2 2 2 2 2

2 2

0

2
現状値より

増加
2 3 3 3 3

北海道厚生局届け0
現状値より

増加
0 0 0 0

2
現状値より

増加
2 2 2

4
現状値より

増加

12
現状値より

増加
12 12 12 12 13

北海道厚生局届け

4 4 4 4 4

2
現状値より

増加
2 2 2

735 4740 2562 6655 626250.4
現状値より

増加
訪問診療実施件数 富良野保健所調べ（平成29年度実績）

4.3 4.1

施策の項目 事業内容・実績等 評価・課題等 各実施機関における方向性 施策の方向

6.6
現状値より

増加
4.3 4.3 4.3

住民の
健康状態等

在宅死亡率
（全死亡に占める自宅の割合）

道北保健年報（H26年）

地域における連携体制の構築 ＜富良野協会病院＞
　退院支援実施（入退院支援加算） 　取り組みを継続 　住み慣れた地域で暮らしながら医療

を受けられるよう、市町村単位での在

・介護連携推進事業を実施する市町村
が、多職種による連携体制づくりのコ
ーディネート役である保健所や関係機
関等と連携し、地域の医療介護資源等

・６２１件
　訪問リハビリ 宅医療の連携構築を目指し、在宅医療
・延１,５００人

＜富良野保健所＞
の把握や課題の整理を行い、課題解決
に向け取組を進め、早期の退院支援か

　保健医療福祉圏域連携推進 ら日常の療養支援、急変時の対応、看　令和２年度に保健医療福祉圏域連携推進会議
在宅医療専門部会と在宅医療多職種連携協議会 会議在宅医療専門部会及び在 取りまで継続した医療提供体制の構築

支援等 　コロナ対策の影響により取り組みが中断

を一体的運用をするため要領の改正を行ったが、
在宅医療を担う医療機関の 以降、在宅医療専門部会は開催されていない。

宅医療多職種連携協議会で在

　富良野圏域の保健・医療・福祉関係機関をま
とめた便利帳「ほうれんそう」と富良野圏域の

　医師、歯科医師、薬剤師、看護師、
介護支援専門員、市町村職員などを対
象に、多職種協働による在宅チーム医

を図ります。　そのため、将来にわた
宅医療・介護連携に関する広 って医療と福祉、介護に関わる質の高
域的な課題の協議が必要。 い人材の安定的な確保に努めます。

連携ルールをホームページに掲載継続中。
在宅栄養指導、口腔ケア体制 療等についての研修を行うなど、在宅

実施件数等

体制整備

機能ごとの
体制等

多職種の
取組確保等

24時間体制の訪問看護ステーション

在宅看取りを実施する医療機関数

在宅療養後方支援病院

退院支援を実施している医療機関
（入退院支援加算算定医療機関）

訪問歯科診療を実施している診療所

在宅患者訪問薬剤管理指導・
居宅療養管理指導を実施する薬局数



○ 　在宅医療サービス提供に係る実態調査 ○ 　在宅医療を担う医療機関は限られ
　(計画策定年度から年一回実施継続中) 横這いの推移であるが、訪訪問診療と ○ 　限られた人材でニーズに対

4 往診件数は増大して需要が高まって 応するための手立てを、地域 ○

いる。 関係機関で検討する。
○ 　訪問看護の需要が増しており、遠方の地域

で必要な患者が受けられなくなる恐れがある。 ○ 　今後も需要は増す可能性が高く、 ○ 　訪問看護を含む在宅医療サ
(難病協議会における話し合いより) 対応策の検討が必要 サービスの提供状況を把握し

ながら対応策を検討する。 ○

5 ○ 　高齢や認知症等の在宅療養者の増加とともに ○ 　かかりつけ薬局や訪問薬剤管理指導 ICT活用の必要性等についての話し
服薬管理が困難な方や重複処方等の現状があり の普及が必要。 ○ 　訪問看護や訪問薬剤管理指 合いを行います。
薬学的管理の支援が必要。 導について、会議や研修会で

普及し、多職種連携の充実を ○

目指す。
6 ○ 　令和元年度多職種合同研修会において「人生 ○ 　患者家族が望む在宅療養の期間が

会議」を普及したが、以降在宅医療の普及啓発 延長できるよう、重症化予防や要介護 ○ して日常生活を営むために必要な生活
は未実施。 状態の悪化予防を同時に取り組む。 支援サービスなどの介護サービスや在

宅医療の提供を一体的にとらえ、住宅
○ ○ 施策と福祉施策の連携に努めます。

7
○ 　在宅医療を求める患者や家族のニー

ズに対応できるよう、在宅医療の中心
となる機能強化型の在宅療養支援診療

○ ○ 　発生時の備えは、平時の取組と連携 所・病院、訪問診療を実施する病院・
協力体制の充実が必要。 診療所や歯科診療所(在宅療養支援歯科

8 診療所等)、薬局や訪問看護、訪問リ
ハビリテーションの連携の充実を
目指します。

訪問看護の質の向上

の充実

よる情報交換や検討のための事業を
企画します。

医療を担う人材の育成に努めます。

　医療と介護の連携を図るため、
医療従事者と介護支援専門員等に

在宅緩和ケア体制構築に向けた
　関係者や住民に「人生会議」

　住み慣れた地域で安心して暮らし続
けることができるよう、心身の状況等
に応じた適切な住まいの確保と、安心

効率的かつ効果的に連携を図るため、
訪問薬剤管理指導の推進

医療用麻薬の適正使用推進
を普及し実践を目指す。

住民に対する在宅医療の理解の 期までという願いがあっても選択(意思決定)し
促進 づらい。緩和ケア病棟を有する医療機関もない

　住民にとって、在宅医療による療養生活を最、 　疾病悪化やＡＤL及びＱОL
低下をできるだけ遅らせるよ
う、多職種連携の充実を図る

　07災害医療体制を参照

災害時を見据えた在宅医療体制
の構築



1 ＜富良野保健所＞
○ 　感染症予防対策研修会の実施：1回(R4.12) ○ 　治療方法が確立されていない感染 ○ ○

・対象者：管内の市町村感染症対策関係者、 症や人へのまん延が懸念されている

管内幼稚園、保育所、放課後デイサービス等 新型インフルエンザ、新型コロナウ
の管理者、感染症管理実務担当 イルス感染症など新興・再興感染症

・内容：感染症予防に関する正しい知識や技 に対応した健康危機管理体制の強化

　術についての講義や演習 が必要

・出席者：14名 ○ 　感染症の発生予防に備えた事前対
2 ○ 　感染症発生動向調査の実施 応型行政の充実が求められており、 ○

○ 　集団感染、指定感染症発生時の報道機関へ 感染症の発生動向をより一層正確に
の情報提供の実施 把握・分析することや的確に情報提

○ 　感染症流行時期の関係機関への注意喚起及 供することが必要

び情報提供の実施 ○

○

○

健康危機管理体制の強化

　「感染症予防計画」や「新型インフルエン 　医療機関が行う、感染症発生動

富良野保健所圏域

１２ 感染症対策

施策の項目 事業内容・実績等 評価・課題等 各実施機関における方向性 施策の方向

型インフルエンザや新型コロナウイルス感染 ける感染症の流行状況を分析し、
症に対し、発生時の迅速な対応を図るための 関係機関ならびに住民等に迅速に

ザ対策行動計画」等に基づき、保健所、市町 向調査に基づく患者発生届につい
村、関係機関・団体が連携を図りながら、新 て徹底を図るとともに、地域にお

感染症に関する情報収集と還元 　なお、新型コロナウイルス感染症を含む新 　管内には結核専門医療機関がな
興・再興感染症の対策にあたっては、新たな いため、管外の結核専門医療機関

実地訓練や研修会等の実施により専門的知識 情報提供を行います。
を有する人材の育成を行う

・エイズ対策 　病原体検出状況の分析等により感染症の発 保健所は必要に応じ、患者の入院

・ウイルス性肝炎（Ｂ型・Ｃ型）対策 生動向調査体制を強化し、把握した感染症情 や退院の際の結核専門医療機関と

・感染症対策 知見や国の動向、専門会議の意見も踏まえ対 と地元医療機関との結核治療に関
・結核対策 応方針を決定し、取り組む する医療連携が円滑に進むよう、

　ホームページの内容の充実を図

報は流行予測に活用するなど医療関係者や住 地元医療機関の調整面において支

民へ提供する情報内容の充実を図る 援を行います。

ＩＶ・エイズに関する正しい知識
の普及啓発を行います。

るとともに、関係機関・団体と連

携しながら、広く住民に対し、Ｈ

助成など様々な相談に適切に対応
し、慢性肝炎患者の療養生活、地

　ウイルス性肝炎に関する医療費

域生活を支援します。



＜富良野保健所＞
○ 　医療受給者証の交付 ○ 　難病患者・児やその家族は、治療 ○ ○

・成人・高齢者　１２３件、小児　２７件 のための医療費の負担や、治療や通

・申請中の療養費支給に関する支援　１２５件 院に伴う身体、精神的な負担が大き
・成人・高齢者　訪問９件（延） い生活を余儀なくされている。

1 　　　　　　　　相談１２件（延） ○ 　患者・家族の中には、疾患に伴う

・小児　　　　　訪問  ０件 生活障害への対応の工夫等、他患者 ○

　　　　　　　　相談４件（延） との情報交換を希望する方がいる。
○ 　神経難病患者・家族交流会　　１回 ○ 　難病患者・児やその家族にとって、 ○

利用可能なサービスがわかりづらく、
○ 　在宅療養支援計画策定・評価事業　　０回 周知も十分とは言えないため、ガイ ○

ドブックや相談先一覧を作成した。
○ 　病状が進行性の神経難病では、出

○ 　難病連絡会議への出席　３回（ZOOM、書面開催含む） 現する症状や進行の仕方の個別性が ○

2 （上川中部圏域３医療機関と延4事例の支援方針 高く、本人、家族の状況にあった医

　を検討） 療が受けられるよう関係者間での体
○ 　難病対策地域協議会の開催　１回 制確保が必要。 ○

○ 　難病患者支援体制資料作成ワーキング ○ 　状態が急変しやすい疾患では、症 ○

　　グループ　　成人・高齢者、小児　各１回 状急変時の対応方針を、あらかじめ
○ 　難病患者等ホームヘルパー養成研修の 専門の医療機関とかかりつけ医、在

　　開催 　　０回 宅療養支援関係者等の間で確認し、

3 ○ 　保健所からの災害時要配慮者名の名簿の 連携体制を整備する必要がある。 ○

　　提供　　　１町 ○ 　病気に伴う生活への影響が増大す

るにつれ、質の高い支援が必要だが、 ○

支援者には、病態や治療、ケアに関

する知識・情報を確認する機会が少
ない。

○ 　多職種が関わっている事例でも、
支援者ネットワークは必ずしも構築
されてはおらず、病状や支援内容、 ○

今後の方向性等が十分共有・検討さ
れていない場合がある。また、小児

については、支援体制の現状課題の
4 把握・共有が十分ではない。

○ 　難病患者・児が利用可能な資源が ○

現状では限られるため、本人や家族

が希望する生活の場を選択できない
場合がある。

○ 　要配慮者、避難行動要支援者にな
る可能性の高い難病患者・児に対す
る災害発生時に必要な対応について

、関係者間での協議が必要。

富良野保健所圏域

１３ 難病対策

施策の項目 事業内容・実績等 評価・課題等 各実施機関における方向性 施策の方向

に提供されるよう、市町村や保健
福祉サービス等が円滑に患者家族

　障害者総合支援法に基づく障害

る知識と理解の充実を図ります。
実施し、地域全体での難病に関す

福祉介護関係者に対して研修等を
日頃から住民の健康に関わる保健
知識の普及啓発を行うだけでなく、

住民に対して難病に関する正確な
切に専門医療につなぐため、地域

　また、難病を発症した患者を適
担制度の周知の徹底を図ります。

難病患者・児と家族に対する
が図られるよう、患者・児・家族からの相談
に対応する。

　療養意欲継続を図るため患者・家族交流会
の開催の継続。

　今後も指定難病や特定疾患、小児慢性疾患
患者の医療負担軽減軽減、疾病の受け止めや
、療養生活の不安解消・療養意欲の維持向上

　市町村等関係機関と連携し、療養制度等に
関する周知の継続。

　特に病状が進行性の神経難病患者について
は、旭川市内等の専門医療機関との難病連絡

支援

進を継続する。

　事例検討の機会を確保し、事例のケアコー
ディネート役の機能強化と、２次医療圏域医

療機関を含めた支援関係者ネットワークの促

難病の特性に応じた医療連携

会議を活用して、支援方針の共有を図る。

　連携体制構築が必要な事例がいた場合に、
ケアマネージャー等の調整機関との連携のも

と、医療機関を中心とした連携体制整備を推

在宅療養への支援体制
進を図る。
　小児については支援者から実態把握の上、

事例検討を実施する。
　難病患者支援体制資料作成ワーキンググル

行う。
　難病対策地域協議会において、これまでの

取り組み内容や、把握された新たな地域の現
状課題を共有し、研修等、新たに必要と考え

ープにて、管内の難病患者・児への支援
に活用可能な、社会資源情報資料（各種制度

の概要、病状進行に伴うサービス導入のタイ
ミング、適応基準、窓口等の資料）の評価を

災害対策

られる内容も含めた、今後の方策の検討を行

う。

　市町村、保健所、その他関係機関が連携し
、平時からの支援体制整備の促進を図るため
、難病対策地域協議会において、それぞれの

役割の確認や、今後必要な方策を検討する。

た患者家族に対する医療費公費負
互いに連携し、難病の診断を受け

をはじめとする関係機関・団体が
減を図るため、市町村や医療機関
　難病治療に係る医療費負担の軽

周知を図ります。
所の相談窓口などにおいて制度の


